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要旨：部材厚 8m の鉄筋コンクリート供試体に衝撃弾性波法を適用し，反射源位置の推定および可視化を目的

として開口合成法を適用した。既存の技術では，弾性波の入出力を 1 点入力 1 点受信とし，部材厚が 2.5m の

場合には弾性波の入力に直径 145mm の鋼球の使用が推奨されているが，そのような大型の鋼球は取り扱いが

容易ではない。本実験では直径 15.1，30，40，63mm の鋼球を用いて弾性波の多点入力多点受信を行い，開口

合成法により距離減衰に伴う反射波の振幅低下の影響を低減させることで反射波の位置を可視化した。その

結果，実際の部材厚に相当する位置で反射強度が高くなり，本手法の妥当性が示された。 
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1. はじめに 

 既設コンクリート構造物のうち，橋台，基礎，ダムな

どでは，断面が大きいことに加え，コンクリートが地盤

や水などに覆われ，コンクリート表面全てを目視するこ

とが不可能な部材および構造物が存在する。これらの構

造物に対する部材厚測定や内部欠陥探査には非破壊試験

の活用が望まれ，衝撃弾性波法による厚さ評価 1)が適用

される場合が多い。ここで，文献 1)による厚さ評価方法

では，鋼球の打撃面と弾性波の反射源となるコンクリー

ト背面との距離が 2 倍となる波長の振動を鋼球等により

励起し，P 波が部材厚に応じた基本周波数で多重反射す

るように，弾性波の入力装置として鋼球の径を選定する

ことが推奨されている。この方法によれば，部材厚 2.5m

の場合，推奨される鋼球径は 145mm（質量 12kg 程度）

となる。しかし，部材厚が大きくなるほど推奨鋼球径が

大きくなり，大型鋼球の手動による弾性波入力は困難と

なる。さらに，岩野ら 2)によれば，反射面までの距離が

長い場合には反射波の減衰が著しく，多重反射による基

本周波数の特定は困難であることが示されている。その

打開策として，弾性波の入力面と同一面にて複数点で信

号を受信し，それらの相互相関係数に基づく方法により

反射波の減衰の影響を除去した手法も考案されている 3)。

ただし，これらの検討で使用された鋼球は NDIS 規格の

推奨鋼球径よりは小さいものの，部材厚 2.5m において

鋼球径 76mm が採用されており，更なる小径の適用につ

いては検討の余地が残されている。 

 ここで，受信信号の中の微弱な成分を検出する手法に

開口合成法があり，リモートセンシングや電磁波レーダ

法，超音波法など多くの分野で適用されている 4)。開口

合成法とは，反射源から到達した微弱な信号を複数の受

信点で測定し波形を重ね合わせ，反射源位置を明瞭に表

現する手法であり，物理探査の分野では反射法として古

くから利用されている。そのため，衝撃弾性波法で得ら

れた信号に対し，開口合成法を適用することで，反射面

から到達する微弱な信号を取り出すことが可能と考えら

れ，NDIS で推奨されている鋼球よりも小さい直径の鋼

球で反射位置を特定できる可能性がある。本研究では，

反射源までの距離が 8m の鉄筋コンクリート供試体を対

象に，弾性波の入力点と同一面に 8 個の加速度計を設置

し，直径 15.1，30，40，63mm の比較的小径の鋼球によ

り弾性波を入力し，開口合成法による反射位置の推定を

行った。 

 

2. 実験概要 

 供試体は，ボックスカルバートを模擬した形状であり，

図－1に示すように幅 8m，長さ 6.5m，高さ 6.0m である。

測定箇所は底版部とし，反射面までの距離を 8.0m とし

て弾性波を伝搬させた。弾性波の計測には，圧電型加速
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図－1 供試体概要と測定位置 
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度計（感度 5mV/(m/s2)，周波数範囲（±3dB）3～10000Hz）

を使用し，写真－1(a)に示すように弾性波の入力点と同

一面において端部から 700mm 離れた位置から 200mm 間

隔で 8 個（1CH～8CH）設置した。また，反射源となる

背面のコンクリート表面にも同様に端部から 700mm 離

れた位置から 200mm 間隔で 8 個（9CH～16CH）設置し

た（写真－1(b)）。なお，加速度計の設置には，ホットメ

ルト接着剤を使用した。弾性波の入力には，直径 15.1，

30，40，63mm の 4 つの異なる鋼球をそれぞれ用い，各

センサから 50mm 離れた位置をそれぞれ打撃した（写真

－1(c)）。打撃により生じた弾性波は，サンプリング間隔

1s にて 8192 個の振幅値データとして記録し，プレトリ

ガ長を 512s とした。 

 

3. 開口合成法の概要 

 コンクリート表面で鋼球打撃により入力された弾性波

は図－2 に示すように各センサ位置で入力位置から直接

到達した波（直達波）が最初に検出され，その後背面の

コンクリートで反射した反射波が各センサで受信される。

このとき，コンクリートの弾性波速度を Vとし，弾性波

の入力点を（Ixi，Iyi），検出点の座標を（Oxj，Oyj），反射

源の座標を（ak，bl）とすると，各センサ位置での反射波

到達時間 tijklは以下の式で表される。 

   𝑡  

𝑡   (1) 

ここに，OIxj：弾性波の入力点（Ixi，Iyi）に最も近いセン

サの x 座標（m），OIyj：弾性波の入力点（Ixi，Iyi）に最

も近いセンサの y座標（m），tin：弾性波の入力点に最も

近いセンサにおける第 1 波の到達時刻（sec），i =1～N，

N：入力点個所数，j = 1～M，M：センサ数，k：計測対象

領域の x方向の分割数，l：計測対象領域の y方向の分割

数であり，本研究では分解能をそれぞれ 14mm および

5mm とした。 

 これより，反射源の反射レベルは各センサで得られた

時間 tijkl における振幅の和となる。この処理を各打撃点

で行い重ね合わせることで，計測対象領域の反射強度が

得られる。 

   R k, l ∑ ∑
,

  (2) 

ここに，R(k，l)：計測対象領域の点（ak，bl）における反

射強さ，A(j, tijkl)：弾性波を点（Ixi，Iyi）で入力したとき

のセンサ位置（Oxj，Oyj）で信号受信したときの時間 tijkl

における振幅値，Amax(i)：弾性波の入力点（Ixi，Iyi）に最

も近いセンサにおける最大振幅値である。 

 

(c) 鋼球打撃状況 

(b) 鋼球打撃面と反対の面に設置した加速度計 

写真－1 センサ設置状況 

(a) 鋼球打撃面と加速度計 

図－2 弾性波の反射と検出波形の模式図 
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表－1 表面法の P波速度と反射波予想到達時間 

15.1mm 30mm 40mm 63mm

4440 4460 4460 4360

1CH 4092 4076 4076 4158

2CH 4094 4078 4078 4160

3CH 4098 4082 4082 4164

4CH 4105 4088 4088 4171

5CH 4114 4098 4098 4181

6CH 4127 4110 4110 4193

7CH 4142 4125 4125 4208

8CH 4159 4143 4143 4226

P波速度(m/s)

反

射

波

予

想

到

達

時

間
(s)

鋼球径
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4. 実験結果および考察 

4.1 検出波形 

 図－3に 1CH 近傍にて各径の鋼球でコンクリートを打

撃した際に同一表面のセンサ（1CH～8CH）で得られた

検出波形を示す。なお図中の振幅は，各センサで記録し

た波形の最大振幅値で正規化した。図より，500～1200s

程度までにおいて直達波（P 波や表面波）が主に測定さ

れており，時間経過に伴い波形が減衰していることがわ

かる。ここで，コンクリートを打撃した面と同一面に設

置したセンサにおいて，各センサに最初に到達した弾性

波の時間差と伝搬距離（打撃点－センサ間距離）から得

られた P 波速度を「表面法の P 波速度」と称する。表－

1 に表面法による P 波速度およびその速度から算出され

る部材厚 8m の反射波予想到達時間を示す。また，図－3

中に反射波予想到達時間を赤破線で示す。いずれの鋼球

径においても，表面法の P 波速度から計算される理論上

の反射波到達時間では，振幅の変化が小さく，図－3 か

らは反射波が到達しているかどうか判別がつきにくい。 

4.2 開口合成法による反射強度の可視化 

(1) 表面法の P 波速度を対象とした場合 

図－4 に表面法の P 波速度を開口合成法に適用し，得

られた反射強度の可視化結果を示す。いずれの鋼球径に

おいても弾性波入力面からの距離 8m 位置において，高

い反射強度は得られておらず，それよりも長い距離にお

いて高い反射強度が現れている。鋼球径 63mm では，1m

付近に高い反射強度が現れており，直達波成分によるも

のと弾性波の入力面と平行なボックスカルバート壁面

（厚さ 0.6m）の反射による影響が現れていると考えられ

るが，ボックスカルバート壁面による影響であれば，他

の鋼球径においても同様の結果が得られるはずである。

これは，ボックスカルバート壁面からの反射波は図－3

中において青破線の 800～1250s の範囲で到達すると想

定されるが，この範囲内は打撃により生じた表面波成分

が卓越し，表面波と重なり合った微弱な反射波のみを的

確に捉えることが困難であったと考えられる。ただし，

図－4 開口合成法の結果（表面法の P波速度） 

図－3 1CH 近傍で鋼球打撃したときの検出波形 
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鋼球径 63mm の波形に着目すると周期が長いために，反

射波成分が比較的明瞭に波形に現れたことで，図－4 の

結果が得られたと考えられる。なお，本結果は，ボック

スカルバートの底版部に適用したものであるため，側面

の反射の影響なども含まれていると考えられるが，伝搬

距離が長く，側面の反射の影響が生じにくいマスコンク

リートでは生じない現象であると考えられる。 

次に，弾性波入力面とは反対のコンクリート表面に設

置したセンサで検出された波形の信号到達部付近の拡大

図を図－5 に示す。なお，図中の赤実線は信号到達時間

であり，赤破線は表－1 の表面法の P 波速度を用いて計

算した P 波到達時間を示している。コンクリート背面に

到達した P 波（赤実線）は表－1 の速度から算出した時

間（赤破線）よりも数十s 程度はやく到達しているが，

図－4 の計算で使用した表面法の P 波速度はおおむね妥

当であることがわかる。ここで，改めて図－4 の鋼球径

30mm および 40mm の結果を詳細に確認すると，8～8.5m

位置付近に薄青色で表示されたやや高い反射強度が現れ

ており，これらは P 波成分が重なって出現した結果であ

ると推察できる。しかし，この速度を用いた反射位置の

推定精度は十分とは考えにくい。これは，P 波成分の振

幅が他の成分（例えば，S 波や表面波成分）と比較して

小さいために，振幅値を反射強度として捉える本手法で

は反射強度が高く現れないことに由来すると考えられる。 

(2) P 波速度と S 波速度を対象とした場合 

 弾性波の反射は図－6 のように模式的に示される。コ

ンクリート表面で P 波が反射する際には，反射の際の境

界条件を満たすことができず，必ず反射 P 波と反射 S 波

が生じ，かつ，Snell の法則を満たすために反射 S 波の反

射角は入射 P 波の入射角と同一とはならいないことが知

られている 5）。また，S 波成分は P 波成分と比較し，エ

ネルギー（振幅）が大きい。さらに物理探査分野では PS

変換波による地中探査の適用実績が増加している 6)。こ

のようなことから，開口合成法により反射強度を求める

ための速度は，P 波速度と S 波速度の平均速度を適用す

ることで所定の反射位置で適切な反射強度を得ることが

できると考えられる。ここで，S 波速度は P 波速度を用

いて以下の式で表される。 

   𝑉 𝑉    (3) 

ここに，VS：コンクリートの S 波速度（m/s），VP：コン

クリートの P 波速度（m/s），：コンクリートのポアソン

図－5 1CH 近傍打撃時に背面側センサ（9CH－16CH）にて検出した波形の到達部付近拡大図 

表－2 入射 P波と反射 S波での反射波予想到達時間 

15.1mm 30mm 40mm 63mm

2708 2721 2721 2660

1CH 4963 4942 4942 5044

2CH 4964 4944 4944 5046

3CH 4969 4949 4949 5051

4CH 4978 4957 4957 5060

5CH 4990 4969 4969 5072

6CH 5005 4985 4985 5087

7CH 5024 5003 5003 5107

8CH 5046 5025 5025 5129

鋼球径

S波速度(m/s)

反

射

波

予

想

到

達

時

間
(s)

入射P波
反射P波

反射S波

打撃点 受信点

図－6 コンクリート表面での反射の模式図 
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比（本研究では，0.2 とした）である。 

 式(3)中に表面法の P波速度を代入して得られた S波速

度を表－2 に示す。併せて入射 P 波がコンクリート表面

で反射し，反射 S 波が各センサに到達する予想時間を示

す。また，図－7に図－3の波形を対象に，3500～5500s

の区間における振幅を拡大して示す。なお，図中には，

表－1 および表－2 に示される速度で算出した反射 P 波

到達時間（赤破線）と反射 S 波到達時間（青破線）を示

図－8 表面法から算出した PS 波速度による 

開口合成法解析結果 

図－9 透過法から算出した PS 波速度による 

開口合成法解析結果 

図－7 反射波到達時刻付近の検出波形拡大図 
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している。一方，赤実線および青実線は，透過法から得

られた P 波速度を用いて，それぞれ反射 P 波および反射

S 波の到達時間を示している。 

まず，破線の反射 P 波到達時間と反射 S 波到達時間を

比較すると，反射 P 波の振幅よりも反射 S 波の振幅値が

いずれの鋼球径においても大きいことがわかる。さらに，

鋼球径 15.1mm および 30mm では確認が難しいが，鋼球

径 40mm および 63mm では，反射 P 波到達時間（赤破線）

よりも反射 S 波到達時間（青破線）付近において 8 個の

センサで位相が一致していることがわかる。これより，

反射 S 波が重要な役割を果たしていることがわかる。次

に，透過法による P 波速度を用いた反射 P 波および反射

S 波の到達時間を比較すると（実線），反射 P 波では鋼球

径 63mm の場合，反射 S 波では鋼球径 40，63mm の場合

に位相の一致が確認できる。これは，鋼球径が大きくな

ることでコンクリートと鋼球の接触時間が長くなり，コ

ンクリートに入力される弾性波の周波数が低くなること

で拡散減衰の影響が小径の鋼球に比べ小さくなることが

要因として考えられる。 

(3) 表面法および透過法による速度の影響 

 これらの条件を踏まえた上で，表面法および透過法か

ら得られたそれぞれの P 波速度を用いて，P 波速度と S

波速度の平均値を使用した開口合成法の結果を図－8 お

よび図－9 にそれぞれ示す。これらの結果と図－4 を比

較すると，反射 S 波を考慮することで高反射強度の位置

がコンクリートの厚さに対応することが明確になった。

さらに，表面法による速度を用いた結果（図－8）よりも

透過法による速度を用いた結果（図－9）の方が部材厚推

定精度が向上することがわかり，部材厚推定時に使用す

る速度の重要性が改めて確認された。また，鋼球径の違

いによらずコンクリート部材厚と高反射強度位置が対応

しており，鋼球径の違いが部材厚推定に及ぼす影響は小

さいと考えられる。ただし，鋼球径 15.1mm の場合では，

入力周波数が他の鋼球と比較して高く，拡散減衰の影響

を受けやすいと考えられ，本研究の範囲内では直径

30mm 以上の鋼球を用いて開口合成法を適用することで

部材厚が推定可能となることが示唆された。 

 

5. まとめ 

 本研究で得られた知見を以下に記す。 

(1) 同一表面にて弾性波の入出力を 8 箇所で実施し，開

口合成法により反射波の可視化を試みたところ，表

面法から得られる P 波速度を用いた場合，実際の部

材厚位置での反射強度は比較的小さく，高い反射強

度が出現する位置は部材厚よりも大きい位置であ

ることがわかった。これは，P 波の振幅値が S 波の

振幅値などと比較して小さいため，高い反射強度が

得られなかったためと考えられる。 

(2) 開口合成法における速度の設定を入射 P 波速度と

反射 S 波速度の平均値を用いることで，部材厚 8m

の位置で高い反射強度が得られた。したがって，開

口合成法により部材厚を推定できることを明らか

にした。 

(3) 本研究の結果から，NDIS で推奨される鋼球直径よ

りも小さい鋼球を用いて開口合成法を適用すれば，

8m の部材厚は推定可能であることが示された。 

本研究の成果から，表面法から得られる P 波速度は透

過法から得られる P 波速度よりも僅かに低いことがわか

り，部材厚推定では透過法から得られる速度を用いるこ

とでより推定精度が向上することがわかった。しかし，

実構造物を対象とした場合では，透過法の適用は困難で

あるため，今後は表面法における P 波速度の決定方法に

ついて検討を深める予定である。さらに，部材厚推定精

度については，コンクリートの厚さを変えた実験を追加

するなどして検討を継続する必要がある。 
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